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研究ノート
企業理論の展開と反トラスト政策
一一マイクロソフト訴訟との関連で一一
安
?
博 彦
要約
取引費用論から資源ベースの理論への企業理論の展開は、とくにハイテク分野での反ト
ラスト政策のあり方に新たな問題提起を与えつつある。本稿では、この間のマイクロソフ
ト訴訟をめぐる諸論点を整理することによって、アメリカの反トラスト政策の伝統とも
なってきたプレデーション論の再検討をはじめ、関連市場の画定問題、ロックイン現象の
評価、複数のレイヤー聞での垂直的競争の評価など、産業分析の分野で直面している課題
を明らかにした¥tlO
キーワード:資源ベース;企業の異質性;関連市場;プレデーション;反トラスト;マイクロソ
フト訴訟
経済学文献季報分類番号:02-32 ; 08-15 ; 08-55 ; 09-11 ; 09-30 
1 .はじめに
筆者はこれまで、 MS-MC-MPパラダイムに依拠した伝統的な産業組織論から、企業の
行動形態を重視する議論への転換の過程において、とくに組織としての企業の理論とそれを
用いた企業間関係の議論に注目してきた(安喜博彦(1995)第1章、補論B、安喜博彦(2000))。
その場合、取引費用論的な視点、に立って企業の多角化の誘因を分析した D.J. Teece (1982) 
が暗黙的性格をもっ組織的知識を特定的資産として重視したことに着目するとともに、それ
以来、彼自身、組織的知識として企業がその内部に蓄積する能力の性格を問題にしてきたこ
と、また、この組識の暗黙知は、 RNelson and S. Winter(1982)においては組識のルーチン
の変化をもたらすべき探索との関連で論じられているということにその立脚点を求めるo こ
のようなコンピタンス理論(能力理論あるいは資源ベースの理論)は、「持続的な競争優位
(sus阻inedcompetitive advantage) Jという概念を用い、競争優位の創出、維持、更新を企業
の内部資源の特質とそのダイナミックスによって説明しようとするのであって、 N.J. Foss 
*本稿は平成13年度関西大学学部共同研究費による研究成果の一部である。
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(1996) によれば、ここでは企業のもつ資源の資質が異なること、つまり「企業の異質性
(firm heterogeneity) Jが競争優位の前提となる。また、 c.K Prahalad and G. Hamel(1990)の
コンピタンス理論では、コンピタンスの形成を意図した戦略的提携の役割をも指摘している。
ところで、伝統的な産業組織論はもともと、反トラストの経済学といわれたように、その
理論的フレームワークそのものが政策志向性を強くもつものであったといってよいが、反ト
ラスト分析におけるシカゴ学派の台頭のなかで、その構造主義的視点(合併規制のガイドラ
イン等)と取引慣行の規制における原則禁止主義 (perse illegal)的視点は法運用のうえで
大きく修正されてきた。しかしながら、合理の原則 (ruleof reason)の大幅な導入にもとづ
く法運用1)は、とりわけそのハイテク分野での適用において、その手続きと効果という点で
疑問を呼び起こす状況が生まれている。とくに今回のマイクロソフト訴訟はそういった状況
を象徴する事態といってよいかもしれない。そのなかで、この聞に展開されてきた各種の企
業理論を「動態的競争論」としてとらえ、それらにおける競争概念を整理し、その反トラス
ト政策上の合意を明らかにしようとする議論が注目される。本稿では、まずこのような方向
で論点を整理しようとした].Ellig ed. (2001)を手がかりとして、企業理論の視点、あるい
は、動態的競争論からみた反トラスト政策論という問題提起を検討し、そのうえで、この問
題の象徴ともいえるマイクロソフト訴訟の論点と問題点を論じたい。
2 .動態的競争論と反トラスト政策
J. Elligは序文において動態的競争論の諸潮流をシュンベータリアン、エヴォリューショ
ナリー、オーストリアン、経路依存性、資源ベースの5つの潮流に整理し、同書の執筆者た
ちをそれぞれそのなかに位置づけしようとしているが、そこで特徴的なのはこれらの諸潮流
が錯綜しており、各論者が諸潮流の組み合わせのなかでそのスタンスを保持しているという
ことである。また、例えば rQWER1Yの経済学」の批判2)で知られるs.uebowitz and S. E. 
Margolisの場合、経路依存性+オーストリアン+シュンベータリアンとされるが、彼らの
場合はむしろ経路依存性批判の立場に立っており、それぞれの潮流に対する各論者のアプ
ローチの仕方にも相違がある。
そのうえで、 J.Ellig and D. unによる同書の集約的論文3)では、上記5つの潮流において
競争の性格をどのように理解しているか、また、そのことが反トラスト政策上どのような含
1 )シカゴ学派は、集中と経済成果の関連性に疑問を提起するとともに、略奪的価格設定 (predaωry
pricing)についていずれかといえば当然適法 (perse legality)の原則を指向していたが、この影響の下
での司法の判断が事実調査と合法基準の採用であった。 J.E. Lopatka and W. H. Page (1995) p.319. 
2) S. J. Uebowitz and S. E. Margolis (1990) pp.1-26. 
3) J. Ellig釦 dD.un，“ATaxonomy of Dyna凶cCompetition百leories，"in J. Ellig ed. (2001). 
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意をもつかという視点をもって、論点の整理を行っている。ここでは、シュンベータリアン
においては、もっとも革新的な企業にとっては競争相手が存在し難いとされ、さらに、環境
変化のなかでは市場リーダーの交代が想定されているo そして、エヴォリューショナリーに
おいては、ルーチンの探索における革新と模倣において企業のもつルーチンの異なった束の
存在を想定し、また、資源ベースにおいては、資源の束の多様性とその不完全な可動性
(mobility)のもとで資源における比較優位に向けた企業聞の競争を想定しているとされる。
そこでは、競争概念は一定の製品市場における価格競争にとどまらず、それぞれ革新戦略、
ルーチンの探索、資源における比較優位をめぐる異質な企業間の競争としてとらえられる。
これに対し、オーストリアンについては、企業家が関連情報を発見するダイナミックなプロ
セスとしての市場過程にその競争の性格をとらえ、また、経路依存性については、収穫逓増
的技術とネットワーク効果のもとでいったん「チッピング (tipping)Jすれば長期的な市場
支配が生じるとする。
このような競争の性格を前提として、以上の 5つの諸潮流のもつ反トラスト政策上の合意
に関する彼らの整理は次のようになる。まず、ロックイン現象のもとでの市場独占の弊害を
重視する経路依存性を除けば、諸潮流ともニュアンスの違いはあっても産業集中を問題とす
る構造主義的な視点には否定的である。市場構造の他の諸要素についても、製品差別化につ
いてはオーストリアンと資源ベースの理論においてむしろその積極的役割を評価する。ま
た、オーストリアンでは参入障壁について長期的な枠組みでの分析の必要性が強調され、資
源ベースでは模倣の困難な資源の獲得・開発での競争が川下市場での競争状態に大きな効果
をもっとされ、市場開の相互作用の検討を求めるo さらに、超過利潤の発生については経路
依存性を除き、これを企業家精神、収益力のある戦略、機会の発見、あるいは、すぐれた資
源の束に対する報酬としてそれぞれ肯定的に評価している。このような各潮流に対する彼ら
の論点整理からすれば、経路依存性を除けば、動態的競争論における反トラスト政策論は、
構造主義的視点に否定的であるだけでなく、取引慣行に関する規制についても慎重な姿勢が
求められるということになるであろう。
この間、ハイテク関連の反トラスト政策に関連した論議が多様な角度からなされ、そのな
かには独占的地位の濫用にかかわる反トラスト政策に対してその原点ともいえるスタンダー
ド・オイル事件に湖って根本的な反省を求めるオーストリアンの議論4)も含まれるが、動態
的競争論にかかわる以上のような反トラスト政策上の合意の理解は、そのような反トラスト
政策の根本的見直しにもつながる要素をもつものと考えてもよい。
4) D. J. Boudreaux and B. W. Folson (1999). また、 D.T. Armentano (1999)の反トラスト否定論を紹介
したものとしては、楠茂樹 (2000)がある。
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J. Elligの編著に寄せられた諸論文では、 J.B. B訂ney5)は、資源の異質性 (heterogeneity) 
とその非可動性(immobility)の想定にもとづいて利潤率格差の説明をしているが、そのな
かで資源ベースの議論が反トラスト政策と特許政策に対してもつ合意を論じている。そこで
は、特許は企業能力 (capability)を明示的有形的にするがゆえに、多くの状況下では企業
が競争優位を保持する可能性を減少させること、暗黙的な無形の資源と能力という視点をと
るとすれば、極度に能力をもっ企業を分割し、それほど能力のない企業の参入を促す政策を
妥当なものとは考えられないこと、また、企業開で移転することが困難であり、かつ補完的
な企業能力を統合するうえでの企業合併の役割を評価すべきことが指摘される。 M.M.
Burtis and B. H. Kobayashi6)も、知的財産権の創出・利用トレードオフ(創出へのインセン
ティプの提供と広範な利用の利益の保障のトレードオフ)の問題を考察し、ソフトウェア市
場に関するシミュレーションをつうじて、模倣ソフトウェアを生産するライバル企業にとっ
て不利益となる契約を強いる取引慣行はこれまで反トラスト政策において反競争的であると
されてきたが、このような慣行や水平的・垂直的合併がオリジナル・ソフトウェアの生産へ
のインセンティプを与えるものであるとしているだけでなく、さらに、これらの企業行動の
方が知的財産権の効力と範囲の拡大と比べてもより有効であるとするo
c. Pleatsikas and D. Teece7)では、知識ベースの産業におけるイノベーションにともなう
新製品の導入と製品差別化、および、特定顧客向け製品の増大による市場の細分化は関連
(relevant)市場をあまりにも狭く画定 (definition) し、市場支配力を過大評価させる傾向
があるとし、 1997年の司法省の HorizontalMerger Guidelinesに批判を加え、回路保護製品
である自己復帰型素子 (PPTC)をめぐる Bournsv. Raychem事件と医療用導管での Impra
v. Gore事件、 GEによる百lOrnEMIのcrスキャナ一事業の買収の諸ケースを検討し、そ
れぞれのケースにおいて関連市場の画定が争点であり、急速な技術革新のもとでの静態的な
視点での市場の画定が過度に狭隆なものになるとして、「小幅ではあるが有意かっ一時的で
ない価格の引き上げ (smallbut significant and nontransitory increase in price， SSNIP)を基
準とする需要の交差弾力性による市場の画定に代えて、パフォーマンス・ベースの市場の画
定の必要性を提起するo また、 s.Uebowitz and S. E. Margo1is8)は、後述のマイクロソフト
5) J. B. Barney，“Competence Explanations of Economic Profits in Strategic Management: Some Policy 
Implications，" in J. Ellig ed. (2001) p.48，58， pp.61-2. 
6) M. M. Burtis and B. H. Kobayashi，“Intellectual Property and Antitrust Limitations on Contract，" in J. 
Elig ed. (2001) p.238. 
7) C. Pleatsikas and D. Teece，“New Indicia for Antitrust Analysis in Markets Experiencing Rapid 
Innovation，" in]. Elig ed. (2001) p.l06， 110， 131. SSNIPについては、滝川敏明(1996年)110ページ、佐
藤一雄(1998)327ページ参照。
8) S. Liebowitz and S. E. Margolis，“Network Effects and Microsoft Case，" in]. Ellig ed. (2001) p.190. 
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にかかわる彼らの著書の実証分析の部分に依拠して、「劣った」標準へのロックインの存在
を否定する実態面での根拠として、スプレッドシートなどのアプリケーションのパソコン・
マカ'ジ、ンによる品質評価と価格、および、市場シェアの推移を分析し、市場シェアの急速な
変化がみられること、また、それが品質評価と密接に関連していることを示している。
しかし、一方で、本書の筆者たちのなかでもいずれかといえば経路依存性の色彩の濃い論
者たちはハイテク産業における反トラスト政策の役割に強い期待を表わしている。 D.L.
Rubinfeld and J.Hoven9)は、 1995年の IntellectualProperty Guidelinesと1997年の Horizontal
Merger Guidelinesにもとづく司法省のアプローチをフォローし、 4つのケースをとり上げ
る。このうち Halliburton-Dresser合併とLockheed-Northrop合併については企業の革新能
力にかかわっており、前者の場合、是正措置は石油掘削機事業のなかで関連市場とされた掘
削同時検査 (LWD) 機器事業の譲渡にとどまらず、知的財産権や R&D施設など、
Halliburtonの事業活動の広範な部分に及んでいる。これに対し、後者のケースでは、コア・
コンピタンスを共有している両社の合併が空中早期警戒レーダー市場の独占に導くととも
に、コア技術から生じたクラスター製品としてのステルス(隠密)技術の開発と応用にかか
わる技術市場でも両社は参加企業3社のなかに入っていることが注目される。このケースで
はD.L. Rubinfeld and J.Hovenは資源ベースの議論にもとづき企業特定的なコア・コンピタ
ンスの役割を強調しているが、ここでは、ノウハウが決定的な参入障壁になることをもっ
て、合併規制の根拠としている。また、 Visa-Mastercard調査ではネットワーク効果によっ
て参入にかかるコストが極度のものとなっているとされ、また、 Microsoft調査のケースで
はネットワーク効果とアプリケーション参入障壁が問題とされる。独占のテコ(Ieveraging)
という視点で航空産業、 IBM、および、マイクロソフトのケースを分析した F.M. FisherlO) 
は、航空産業では予約システムの開発で先行したアメリカンとユナイテッドが予約システム
における市場力を利用し、航空チケットの市場で顧客を失うことなく高価格を設定する機会
を創り出したとする。また、 1970年代の IBMのケースはシステム・サポートとソフトウェ
アをハードウェアにバンドリングするというものであったが、このケースでは結局、 IBM
がテコとすべき独占を保持しえず、参入が相次ぎ、競争を抑制できなかったのに対し、マイ
クロソフトのケースでは、 osとブラウザのバンドリングはos市場における独占を防御し
ようとする行動であるとされる。R.N. LangloisJJ) ，まエッセンシャル・ファシリティ・ドク
9) D. L Rubinfeld and j. Hoven，“Innovation and Antitrust Enforcement，" in j. Ellig ed. (2001) pp.82-6， p.90. 
10) F. M. Fisher，“Innovation and Monopoly Leveraging，" in j. E1lig ed. (2001) p. 146， 150， 157. 
11) R N. Langlois， ''Technological Standards， Innovation， and Essential Facilities: Toward a Schumpeterian 
Postζhicago Approach，" in j. El1ig ed. (2001) p.194， pp.207 -8. 
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トリンを用い、複数の部品からなるシステム製品では諸部品の改良に差が生じ、そのなかで
システムのボトルネックとなる部品が問題となりがちであること、また、多くの異なった参
加者が同時に複数のアプローチを試みる場合にイノベーションが速やかに進行することを指
摘し、オープン・アクセスを求める政策のコストとベネフィットの比較検討をしているo こ
れらの論者においてはそれぞれアプリケーション参入障壁、独占のテコ、あるいは、エッセ
ンシャル・ファシリティーを論点としているが、それらはいずれもネットワーク効果にもと
づく独占の存在を前提としているo
このように、動態的競争論のなかでも経路依存性に立脚する議論において標準を支配する
企業の独占的地位の利用に対する懸念が表明される傾向にあるが、このことが顕著に表れた
のがマイクロソフト訴訟をめぐる議論であろう。
3 .マイクロソフト訴訟における是正措置の困難性
今回のマイクロソフト訴訟は直接には、 1998年5月の司法省と20州の提訴に始まるが、そ
れに至るまでには、 1990年 5月からのFfCの調査とその断念、 1994年 7月の同意審決、
1996年9月からの司法省の調査、ウインドウズとエクスプローラのバンドリングに対する
1997年12月の連邦地裁の差し止め命令、 1998年5月の控訴裁による差し止め命令のウインド
ウズ98への適用除外という経緯がある。この経緯からみると、当初は製品のバンドリングの
他に、ライセンス料の形態(台数ベースのライセンス料)や製品テストの契約問題、 Intuit
の買収問題等、問題は多岐にわたったが、 1994年の同意審決もあり、 1996年の司法省の調査
以降の論点はウインドウズとエクスプローラのバンドリングの是非をめぐるものとなってい
た。しかし、このバンドリングとかかわって、 1994年の同意審決が「統合製品の開発」を認
めていたこと、 1998年の控訴裁の裁定においてウインドウズ98を差し止め命令の対象からは
ずしたことは、司法省側の立論を制約したと思われる。そして、そのためにかえって、バン
ドリングそのものの問題から、 os市場における独占力をブラウザ市場における競争を抑制
するために行使したという独占的市場支配とその濫用の問題に争点がシフトしていったと考
えられ、その結果、 1999年11月の「独占的地位の濫用Jの事実認定と2000年6月の企業分割
を含む是正措置という連邦地裁の判断に導いたといえよう o
マイクロソフト訴訟にかかわる文献としては、 1990年代半ば以降のA凶甘ustBulle白1誌に
おける数回の特集など、多くのものがあるが、ここでは主に、反トラスト政策の有効性を擁
護しようとした論者の論文を編集したJ.A Eisenach and T. M. Lenard eds. (1999)にみられ
る論点を整理してみるo 本書は、 1998年12月に開催された百leProgress & Freedom 
Foundationにおける討議をもとに編集されたものであり、 5名の報告者と 6名の討論者の
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討議からなっているが、ソフトウェア市場がネットワーク効果のもとで、独占への「チッピ
ング」に導きやすく、また、高いスイッチング・コストのもとでロックインされる傾向があ
ること、そのもとでライバルに不利となるバンドリング、略奪的価格設定等の取引慣行が
「独占的地位の濫用」とみなされる可能性を認める点ではほぼ論者たちの見解は共通したも
のといってよい。しかし、企業分割を含む構造的是正措置に対しては各論者はおおむね否定
的であり、取引慣行にかかわる是正措置の可能性が主な論点となっており、しかも、諸慣行
に対する評価の違いから是正措置についても論者によってかなりの見解の相違をみる。
とくにウインドウズとエクスプローラのバンドリングについては、それがOS市場におけ
る独占を維持するためにブラウザ市場において支配的な地位を得ょうとするインセンティプ
をもっていたこと、そして、ナビゲータおよびジャヴァのプラットフォーム横断的互換性に
対抗しようとしたものであったことでは、諸論者はおおむね司法省の見解を支持しており、
何らかの是正措置の必要性について論じられている。しかし、 M.Katz and C. Shapiro12)は、
このバンドリングを OEMs(パソコンメーカー)やIPAs(インターネット・アクセス・プ
ロパイダー)との契約上の慣行である場合と、製品デザインの決定の場合に区別し、問題は
バンドリングというよりも、統合された OS環境へのアクセスにあり、 OEMに対してエク
スプローラ以外のブラウザのインストールを禁じない限り、是正措置の必要性を認めない。
この点ではブラウザ市場で遅れてスタートしたマイクロソフトがネットスケープに対し防御
的にバンドリング戦略を用いたことを強調する B.阻ein13)も共通しており、バンドリングそ
のものの可否よりも、 OEMsがエクスプローラ以外のプラウザを追加できるか否かに論点、
を求めている。また、 M.Katz and C. Shapiro14)は、ネットワーク効果によって略奪的価格
設定が収益力のあるものになる可能性が強められるという問題提起をするとともに、それと
同時に、ソフトウェアの限界費用(コピー費用)がゼロ近傍にあり、プレデーションの確認
が困難であること、プレデーションに対する是正措置が合法的な競争を鈍化させる危険性が
あることをも指摘する。これに対し、 B.悶ein15)はプラウザにおけるゼロ価格設定はむしろ
TV放送局におけるコマーシャル収入と同様に、ウェプ・サイト(ブラウザの場合はウェプ
へのゲートウェイ)の広告収入によって説明されるとするo
同書の論者の多くは、 OSにかかわる知的財産権をエッセンシャル・ファシリティーとし
12) M. Katz and C. Shapiro，“Antitrust in Software Markets，" in J. A Eisenach and T. M. Lenard eds. (1999) 
pp.126-7. 
13) B. Klein，“Microsoft's Use of Zero叶iceBundling to Fight the “Browser Wars"， "in J.A Eisenach and T. 
M. Lenard eds. (1999) p. 236， pp.251-3. 
14) M. Katz and C. Shapiro， op. cit.， pp.77-8. 
15) B，阻ein，op. cit.， p. 223. 
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て論じる姿勢を示しているが、これについてもその取り扱いについては共通の認識があると
はいえず、マイクロソフトの OSをエッセンシャル・ファシリティーとみなし、インター
フェースのオープン化を主張する KFlamm16)を除けば、いずれかといえばオープン・アク
セスには否定的である。 M.Katz and C. Shapirol7)は、知的財産権が排除の権利をも含むと
いう理由で、また、エッセンシャル・ファシリティーへのアクセスの条件を設定することが
現実に困難であるとして、知的財産権の所有者に対してその取引義務を課すことには否定的
であるが、合併のケースでの是正措置としてオープン・インターフェースを求めることは可
能だとする。 J.Ordver and R Willigl8)はOSをボトルネックあるいはエッセンシヤル・ファ
シリティーであるとして、 OS市場における独占による高利潤はボトルネックに体化された
知的財産権をもつことに対する報酬として考えることができる一方、ボトルネック所有者が
関連市場においてライバルを排除したり、あるいは、ボトルネック独占そのものの喪失を防
ぐために、反競争的行動をとる可能性をも認め、プレデーションにかかわる判断基準(短期
的に利潤を犠牲にすることによって、関連市場での独占の形成あるいはボトルネック独占の
防御を実現し、長期的に利潤を増大させる)を提起し、かつ、先のバンドリングについて
も、統合製品か否かという判断基準よりもこの判断基準が有効であるとする。そして、現在
のライバルが退出しても、犠牲にされた利潤を再収穫できるとは限らない状況において、ラ
イバルを傷つけることになる戦略をとる企業の行動であっても、これをプレデーションと判
断することはできないとして、エクスプローラのプレインストールも OEMに対して他のブ
ラウザのインストールを排除するものでなく、不法なバンドリングとはいえないとする。
構造主義的な是正措置については前述のように各論者ともおおむね否定的であるが、 t
Bresnaham 19)は、ある産業セグメントへの参入の源泉として隣接のレイヤー(Iayers)にお
いて強力なベースをもっ企業による垂直的競争の脅威をあげ、そのことがマイクロソフトを
して、既存のプラットフォームとの互換性を保持しながら技術面・価格面で攻撃的な対抗措
16) K Flamm， "Di副旬1Convergence?，" in j. A Eisenach and T. M. Lenard eds. (1999) pp.285-6， p.289. 
17) M. Katz叩 dC. Shapiro， op. cit， pp.65-6. 
18) j. Ordver and R Willig，“'Access and Bundling in High-Technology Markets，" in j. A Eisenach and T. M. 
Lenard eds. (1999) pp.111-2， p.126. 
19) T. Bresnaham，“New Models of Competition: lmplications for the Future S廿uctureof the Computer 
lndus廿y，"in j. A Eisenach and T. M. Lenard eds. (1999) p. 171， pp.204-6.構造主義的な是正措置につい
ては、 2000年 6月にワシントン連邦地裁がマイクロソフトに対し、ウインドウズを主体とする OSとそ
の他の応用ソフト部門に会社を二分割することを求める是正命令を出している。しかし、この審理プロ
セスにおいて RE.Utan、RG. Noll、W.D. Nordhaus、およびF.M. Schererの4人の助言者が出した書
面 (UnitedStates v. Microsoft Corporation， Remedies Brief of Amici Curiae， Apri127， 2000)では、ウイン
ドウズOSの所有権と主要なアプリケーション製品の所有権を分離するといった地裁の是正命令にみノ
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置をとらせているとして、取引慣行の規制という控えめな政策の限界を指摘する。とはい
え、この場合にも、他方では、構造主義的措置のもつリスクをも認めており、いずれかとい
えば、垂直的競争のなかでの参入の可能性に期待しているといってよいであろう。
ここでみたマイクロソフト訴訟に関する是正措置をめぐる議論は合理の原則にもとづく取
引慣行の規制の困難性を示すものといえよう。それとともに、このような議論の背景には、
J. Ordver and R Wil1igの前述の議論が示唆しているように、現存のライバルとの関係だけで
はなく、独占的地位を確保ないし拡充した後の状況が予測できないという問題があるo ここ
では、ライバル企業の選択に影響を与えるために企業が利用できる行動としての戦略的行動
に対してプレデーションを区別することが極めて困難であるということがある。略奪的価格
設定のみならず、支配的企業がライバルに対抗してとる価格設定以外の諸種の行動をもプレ
デーションとして規制の対象とする考え方は、反トラスト政策の長期にわたる伝統20) となっ
てきたo しかし、合理の原則により、ライバル企業の淘汰ということ自体ではなく、消費者
の利益という観点で合法基準を設定しようとする場合、とりわけネットワーク効果が強く作
用するソフトウェア産業における企業の戦略的行動がその中核となる競争能力(コンピタン
ス)と結びついているだけに、その評価が困難になると考えられる。
4 .マイクロソフト訴訟批判
マイクロソフト訴訟と関連してコンビュータ関連産業における反トラスト政策の有効性に
支持を与えようとする以上の論者たちは、ネットワーク効果による独占化のもたらす弊害に
関心を寄せながらも、必ずしも構造主義的視点や原則禁止主義に立っているわけではなく、
むしろそれぞれの視点からいずれかといえば慎重な是正策を模索している。これに対し、独
占的地位の濫用という事実認定の方向性が明らかになってきた時点以降に出版されたS.J.
Liebowitz and S. E. Margolis (2001)と R.B. Mckenzie (2000)は、今回の反トラスト訴訟
で用いられたネットワーク効果とロックイン現象にかかわる論拠に対する根本的な批判を提
示している。
まず、バンドリング問題については、 S.J. Liebowitz and S. E. Margolis20は、ある市場で
〆られる「機能的譲渡 (functionaldivestiture) Jと、 os企業を複数のその後継者に分割するといった「独
占解体 (monopolydissolution) Jを区別し、この 2つの代替案を結合したアプローチを推奨している
(w. S. Comanor (2001) p.124.)。なお、このようなアプローチは「ハイブリッド是正措置 (hybrid
remedy)Jとも呼ばれる (RJ. Levinson， R C. Ramaine and S. C. Salop (2001) p.136.)。
20)この伝統については安喜博彦(1995)125ページ、注38参照。
21) S. Liebowitz and S. E. Margolis (2001) pp.251-5. 
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の独占的地位をテコとして抱合わせ(バンドリングを含む)によって他の市場を独占するこ
とは、固定比率 (fixedproportions)での抱き合わせを想定する限り(例えば、ウインドウ
ズのもとでのみ起動する製品とウインドウズの抱き合わせの場合)、収益性という点で説明
できないとする。この場合、固定比率というのは、両製品が一緒に利用できるということを
意味するに過ぎない。また、彼らは、 osとブラウザのバンドリングが他の企業をブラウザ
市場から排除することを意図していたという略奪的ノてンドリング (predatorybundling)論
についても、プレデーシヨンが被略奪者より略奪者にとって高くつくこと、また、被略奪者
の排除の後に独占的価格設定をした場合に、被略奪者自身、あるいは、被略奪者の資産を買
収した企業が再参入しないという保障はないことからして、それが成り立たないとする。こ
の場合、略奪は、「ライバルの駆逐に成功する場合を除けば、利潤最大化と整合的でない行
動」と定義されるが、ライパルの排除の後に長期的に独占価格を設定するというその条件が
満たされるとは考えられない。ソフトウェア産業では機能の継続的な追加が求められるので
あって、 osと他のソフトウェア製品のバンドリングはこの機能の追加として説明され、こ
れを略奪的とする理由はない。また、 RB. Mckenzie22)は、エクスプローラのゼロ価格戦略
について、それを略奪的価格引下げとしてみるのではなく、ネットワーク財特有の価格戦略
であるとして、ネットワーク効果が価格抑制への強いインセンティプを与える傾向があるこ
と、他の製品と補完的に使用されるソフトウェアではさらにこの傾向が強まることを指摘す
る。
ネットワーク効果のもとでの独占の形成とそのもとでのロックイン現象については、両著
書はいずれもいわゆるネットワーク外部性について、それが市場の失敗につながるという理
解に異を唱えているo R B. Mckenzie23)は、ネットワーク効果が買い手にとって外部的で
あっても、その外部性は企業によって内部化されうるとし、また、 s.J. Liebowitz and S. E. 
Margolis24)は、ポジティプ・ネットワークの場合には、外部性を内部化する所有者が存在
しないとすればネットワークは小さなものとなるのであって、ネットワーク所有者にとって
最適なネットワーク規模が社会にとっても最適であるとし、いずれも所有者による内部化に
よる解決を想定している。
また、 S.J. Liebowitz and S. E. Margolis25lは、ネットワーク効果のみによって 1人勝ち状
態 (winner-take-al)が生じるのではなく、固定費の大きさなど別の要因が作用すること、
22) R B. Mckenzie (2000) p.91. 
23) Ibid.， p.l01. 
24) S. Uebowitz and S. E. Margolis， op. cit， p.79. 
25) Ibid.， p.82， 99， pp.l08-110. 
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とりわけソフトウェア産業においては、ラグのほとんどない生産拡大手段を確保できるとい
う即時的調整能力(instantscalabi1ty)の重要性を強調する。そして、そのうえで、横軸に
当該標準の現在の市場シェア、縦軸にそれに対応した新規販売のシェアを示すS字型曲線を
用い、経路依存性にもとづくロックインの説明26)を検討し、「劣った標準Jによるロックイ
ンと「すぐれた標準」によるそのアンロックの説明を行っているo ここでは、 S字型曲線と
対角線の交点(不安定均衡点)の位置がその標準の質によって異なること、不安定均衡点か
らのシフトを左右するものが、技術レースに勝利したり、良好な製品を購入しようとする企
業と消費者の選択であること、標準を設定し、ネットワークを構築し、技術を確立するなか
での企業の競争によって、ネットワーク市場が構成されていることに注意を喚起するo
スイッチング・コストに関しては、R.B. Mckenzie27lは、スイッチング・コストがすぐれ
た標準の排除を意味するものではないとして、マイクロソフト訴訟における司法省側証人の
F. Warren-Bou1tonが用いた「スイッチング・コストが新しいosの追加価値に比べて大であ
るその程度に応じて、ソフトウェア・ロックイン現象が新しいosに対する参入障壁を生み
出すJ28)という論理の矛盾を指摘して、支配的企業の独占的行為によって消費者が不利益を
与えられるとすれば、それだけ新しい製品の追加価値を高めることになり、スイッチングの
可能性が増大するのであって、訴訟でアプリケーション参入障壁といわれれたものは実は消
費者にとっての便益であると批判するo
また、 S.J. uebowitz and S. E. M訂'golis29l，ま第2版に付された付論Bでは、 2000年 6月の
連邦地裁の是正命令においてアプリケーション部門と OS部門の分割lを求めていることにつ
いて論じているが、そのなかでとりわけ、そういった分割が補完的製品を生産する企業のシ
ナジー(あるいは範囲の経済性)を損なう可能性があることを指摘している。分割したうえ
でのオープン・アクセスという関係では散発的で (sporadic)フォーマルな情報収集活動と
なり、そのような情報交換は、そういったシナジーを内部化できる単一企業内のインフォー
マルで継続的な情報の相互交換に比べてより効果的であるとはいえないという。このこと
は、企業のもつ特有の(異質な)資源の束に競争優位の源泉を求める資源ベースの議論とも
関連性をもっているといえよう。
このように、ネットワーク外部性にもとづくロックイン現象に独占的地位の形成と維持の
根拠を求める視点、に対する批判の要点は、それが経路依存性に立脚し、「劣った標準」への
26) W. B. Arthur (1989) p.124.ただし、 W.B. Arthurの場合、この関係は、現在の市場シェアと次期の選
択の確率の関係で示される。
27) R B. Mckenzie， op. cit， p.93. 
28) United States v. Microso此(1998)p.22. 
29) S. Uebowitz and S. E. Margolis， op. cit， pp.288-9. 
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ロックインの可能性を前提にしていること、また、この外部性のネットワーク形成企業によ
る内部化を評価しないことにあった。そして、この独占的地位に依拠したプレデーションと
して訴訟にかかわる争点となったバンドリングとゼロ価格戦略も、ネットワーク財特有の技
術的条件に制約された競争手段としての戦略的行動であると考えられる。
5 .関連市場の画定
司法省のガイドラインにおける関連市場の画定の基準である SSNIPに対する前述のc.
Pleatsikas and D. Teeceによる批判はマイクロソフト訴訟でも問題となる。マイクロソフト
訴訟における司法省の事実認定では、インテル互換PCのos市場を関連市場とし、マイク
ロソフトがこの市場で90%を超える市場シェアを占めていることに、その「独占力
(monopoly power) Jの根拠を求めている30)。このような関連市場の固定に対しては、 RB.
Mckenzie and D. R Lee31)は、それがアップル・コンビュータやリナックスを含まない点で
あまりにも狭く画定されていることを指摘するとともに、さらに、この市場シェアが各年次
の販売シェアであることをも問題にするo つまり、R.Coase (1972)の耐久財の独占に関す
る問題提起からすれば、高度に耐久的なデジタル財としてのosでは、過去のosの購入者
が新しいヴァージョンを購入しない可能性があり、この場合には、いわば古いosを自分自
身から購入していると考えることができるo このようにアップグレードしない古い OSの購
入者の存在は、狭く画定された関連市場の支配的企業の価格設定行動を制約することにな
る。このような OSの耐久財的性格はまた、古い OSの購入者の市場を確保するために新し
い製品での機能の追加をも求めるのであって、略奪的ノてンドリングとして訴えの対象となっ
たOSとブラウザの統合も、このような文脈で説明されることになるo
司法省はこのように一方で、関連市場をインテル互換PCのos市場としながら、他方で、
ナビゲータやジャヴァのようなミドルウェアが主導的プラットフォームとしてウインドウズ
にとって代わる脅威に対抗し、マイクロソフトがブラウザ市場でプレデーションを行ったと
する。 D.S. Evans， A L. Nichols and R Schma1ensee32)は、司法省の関連市場の画定は、主
に価格競争にかかわる静態的モデルによっており、イノベーションにもとづく動態的競争
30) United States v. Microsoft (1999).事実認定に付されたデータでは1997年のインテル互換PCでのマイ
クロソフトの市場シェアは94%である。
31) R B. Mckenzie叩 dD. R Lee (2001) pp.264-7. R H. Coaseの問題提起については、 RB. Mckenzie， op. 
cit.， p.63.も参照。また、インテル互換PCのOS市場による司法省の関連市場の画定に対する批判とこ
の画定にもとづく市場シェアの算出に内在する矛盾については、 AReynols (2001) pp.30-2参照。
32) D. S. Evans， A L Nichols and R Schmalensee (2001) pp.198-9.彼らは、さらに第3のプラットフォー
ムの可能性としてウェプ・ベースのプラットフォームをも想定している。
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は、主導的プラットフォームの提供者になるための競争であり、コンピュータ・システムの
基盤となるプラットフォーム市場そのものがこの場合の関連市場であるという。ここでは、
競争は類似 (me-too)製品をめぐる価格競争にとどまらず、製品カテゴリーの転換をも含む
ものであり、支配的なプラットフォーム製品は代替製品による置換を受けやすい状態にあ
る。
このようなプラットフォーム間競争に関する議論はコンビュータ産業における各レイヤー
閑の垂直的競争を分析した前述のT.F. Bresnahanの議論と共通したものといってよいが、
関連市場の画定に関するガイドラインの限界についてはさらに、 M.E. Porter331 も、彼の
r5つの競争要因(白veforces) Jというフレームワークにもとづき、市場の固定というもの
は本来、既存製品と代替製品の問、既存企業と潜在的参入者の閥、既存企業と供給業者ない
し買い手の聞の線をどこで引くかという選択であるとして、関連市場での市場シェアにもと
づくガイドラインの設定よりはむしろ、 5つの競争要因の総合判断の必要性を指摘する34)。
このように、需要の交差弾力性にもとづく関連市場の画定は、一般的に言っても技術的基
盤の急速な変化とニーズの多様化のなかでその画定作業そのものが困難であり、かつ、妥当
性を欠くものとなりがちであるとともに、 osのようなソフトウェア産業ではさらに、イン
テル互換PC用osといったパソコン・システムの構成製品としての特性やその耐久性と
いった要因がその固定問題をさらに複雑にしている。また、垂直的取引関係にある企業によ
る場合を含め、代替製品による置換の脅戚も既存企業の行動を制約するのであって、狭く画
定された関連市場での市場シェアをもって独占的地位を認定したり、合併規制のガイドライ
ンを設定することには、この点でも限界があるといえよう o
6 .小結
以上、企業理論の展開あるいは動態的競争論とし寸視点でみた反トラスト政策とマイクロ
ソフト訴訟にかかわる問題について若干の検討を行ったが、結びとしてマイクロソフト訴訟
と関連して数点の問題提起をしておきたい。第1に、マイクロソフト訴訟は主に、ウインド
33) M. E. Porter (2001) pp.936-9， p.948.なお、 C.D. Weller (2001)は、この M.E. Porterの問題提起を
受け、反トラスト政策の国際的調整の基準を導きだそうとしている。
34) M. E. Porterも合併評価の 1つのステップとして市場シェアを判断基準に合めているが、 1997年のガ
イドラインではハーフィンダール・ハーシュマン指数 (HHI)を用いた集中皮によって選別基準を設け
ているのに対し、副次市場 (submarket)における合併後の市場シェアが50%というかなりゆるい閥値
を設定している(Ibid.p. 945)。また、彼の場合、競争の強度の市場構造上の指標としては、集中度より
も主導的企業の市場シェアの変動の程度の方が有効であるとしているが、この点では、市場シェアの変
動をもって競争的市場の 1指標とする C.Pleatsikas and D. Teece (op. cit. p. 133) と共通の認識にある。
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ウズosという標準をめぐるネットワーク効果の評価とその確保・維持のための取引慣行に
かかわって論じられてきた。その場合、スイッチング・コストーアプリケーション障壁一
ロックインという文脈での議論がどの程度有効性をもつことができるのか。とくにこれを標
準内・標準聞の競争のなかでの企業戦略という視点と絡ませて考えるならば、反競争的とさ
れる取引慣行に対する評価も慎重にならざるをえないであろう。この点では、支配的企業の
戦略的行動をプレデーションとしてとらえる傾向があった反トラスト政策の伝統そのものが
関われているといってよい。
第2に、「企業の異質性Jを前提とした競争優位という資源ベースの観点は、類似製品の
市場における競争のみならず、技術的条件の異なる代替製品との競争や標準閑競争、さらに
はプラットフォーム間競争をも想定しており、その点で、関連市場における高い市場シェア
をもって独占的地位を認定する立場には否定的にならざるをえない。個別産業の分析におい
て異なったレイヤーに属する企業の聞の垂直的競争という視点を導入した分析が求められる
ということは、必ずしもコンピュータ関連の産業に限られるわけではない。
最後に、プロパテントから反トラスト政策の強化へという一時注目された動きについてい
えば、反トラスト政策の有効性を主張する論者のなかでも、バンドリングや低価格政策と
いった取引慣行に対する是正措置については論者によってその立論の仕方は多岐にわたり、
また、構造的な是正措置についてはおおむね否定的であって、必ずしも反トラスト政策の優
位という展開にならないことはマイクロソフト訴訟をめぐる議論でも示された。また、アン
チパテントへの動きは、一方では、それぞれのコアコンピタンスを軸に戦略的提携やパテン
トプール戦略を広範に活用する方向への事業展開によってクロスライセンスやオープン・ア
クセスの流れがみられることに起因しているが、他方では、インフォーマルな暗黙知の企業
内での蓄積の重視という傾向をも無視しえない。マイクロソフト訴訟では、 2001年11月のマ
イクロソフトと司法省の和解条件としてosのインターフェース情報やプロトコル情報を開
示するとされているが、この開示はマイクロソフトにとっては同社の戦略的観点からの開示
となる可能性がある。いずれにしても、イノベーションをめぐる金業間競争が強まるなかで
反トラスト政策や知的財産権といった制度的枠組みが関われるに至っているといってよいで
あろう。
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